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岐阜県の現況

１



岐阜県の姿

岐阜県 ●

●産業別就業人口（H19）

第1次産業人口 ３．３ （全国 ４．２）
第2次産業人口 ３４．５ （ 〃 ２６．０）
第3次産業人口 ６０ ３ （ ６６ ５）

岐阜県は日本のほぼ中央に位置

●人 口 ２１０万人 （H20.10.1 全国17位）

●面 積 １０，６２１k㎡ （全国７位）

●県内総生産 ７兆４，７２２億円 （H18 全国第22位）

●事業所数 １１万２，６６８事業所 （H18.10.1 全国第16位）

●事業所従業者数 ９５万３，２７３人 （ H18.10.1全国第18位）

●製造品出荷額 ５兆９，５４０億円 （H20）

●県内観光客数 ５，４２９万２，０００人 （H20）

●有効求人倍率 ０．４５ （H21.8 全国０．４２ 全国第15位）

●

●

●
●

岐阜県 ●
飛騨高山

岐阜
●

東京

名古屋

京都

大阪

中部国際空港
（セントレア）

●経済活動別県内総生産（H19）

第3次産業人口 ６０．３ （ 〃 ６６．５）

２

＜岐阜県へのアクセス＞
東京～約２時間（新幹線）
大阪～約1時間（新幹線）
中部国際空港～約1時間（電車）



岐阜県の産業は、全国に比べ第２次産
業 特に製造業の割合が高く 「モノづくり」

●航空機、自動車をはじめ最先端の産業が
多く集積
●刃物、陶磁器、木製家具などの伝統産業も
盛ん
●日本の中小企業の姿を凝縮

最
先
端
の
産
業
か
ら
伝

全国有数の製造業の集積地

業、特に製造業の割合が高く、 「モノづくり」
が県の産業の支え

最先端の航空機や自動車、工作機械など
の産業が多く集積するほか、刃物、陶磁
器、木製家具などの伝統産業も盛ん

岐阜県の産業は日本の産業を支える中
小企業の多様性や力強さを凝縮

統
産
業
ま
で
幅
広
く
集
積

３



トヨタ自動車をはじめとする多くの世界的企業が近接地域に立地していることから、岐阜県に
は、自動車、航空機など日本の基幹産業を支える高度な技術を有する中小企業が多数集積。

①世界で４社しか製造できない精密部品であ
るＨＤＤ（ハードディスク）のサスペンション部
品を製造。
②世界で初めて１ナノメートル（10億分の１
メートル）の精度で制御し、いろいろな形状を
創成する工作機械を製造。

岐阜県では世界に誇れる技術力を持った以下のような中小企業が活躍！

① ②

岐阜県の中小企業

創成する工作機械を製造。
③日本、韓国で生産されるほぼ全ての自動車
のヒューズを製造し、世界シェアの42％を占め
る。
④世界最高品質のブレーキ液、エンジンクー
ラント（冷却液）を生産し、世界シェア19％を獲
得。
⑤自動車用ガスセンサーカバーで世界シェア
の半分を占める。
⑥掘削したトンネルにコンクリートの壁を作る
ために使用されるトンネル用型枠で世界シェ
ア35％を占め、台湾新幹線・地下鉄や香港の
高速道路・地下鉄などへの納入実績あり。

③ ④

⑤ ⑥

４



交通インフラ

◇岐阜県は日本のほぼ中央部に位置、
高速道路網の整備によって、全国への
道路アクセスがますます向上。
◇国際拠点をめざす「中部国際空港」が

2005年に開港 「日本の中心」から「ア

広域交通ネットワークの形成
岐阜県の道路網計画(新高速三道、地域高規格道路)

神岡上宝連絡道路

中部縦貫自動車道

中部縦貫自動車道

松本 JCT

高山IC

飛騨清見JCT

白鳥IC･JCT

福井北JCT

小松IC

小矢部砺波JCT

富山IC

白川郷IC

飛騨清見IC

福井県

石川県
富山県

小松白川連絡道路 富山高山連絡道路

高山下呂連絡道路

高山西IC

東海北陸自動車道全線開通
（平成２０年７月）

東海環状自動車道
西回りルート着工

2005年に開港。「日本の中心」から「ア
ジアの中心」へ

◇高速自動車道の整備
・東海環状自動車道
東回り区間の開通 （平成１７年３月）
美濃関ＪＣＴ～関広見ＩＣ開通

（平成２１年４月）
・中部縦貫自動車道
高山西ＩＣ～高山ＩＣ開通

（平成１９年９月）

凡 例

候補路線

計画路線

調査区間

整備区間

供用区間

●広域道路（交流促進型）

地
域
高
規
格
道
路

美濃加茂下呂連絡道路

岐阜羽島道路

岐阜丹南連絡道路

三河東美濃連絡道路

（新東名）

岐阜羽島IC

大垣西IC

岐阜IC

一宮JCT

美濃関JCT

岐阜各務原IC

美濃加茂IC

土岐JCT

多治見IC

新城IC(仮称)

中津川IC

滋賀県

三重県

愛知県

静岡県

中部国際空港

一宮木曽川IC

郡上八幡IC

白鳥IC･JCT

下呂IC

福井県

濃飛横断自動車道

東海環状自動車道

名濃道路

岐阜南部横断ハイウエイ

関広見IC

養老JCT

岐阜環状道路
関小牧連絡道路

東濃西部ハイテク道路

名岐道路

●
新
高
速
三
道

計画又は､事業中
区間

供用区間 名 称

・東海環状自動車道

・中部縦貫自動車道

・東海北陸自動車道

凡 例

５



岐阜県の財政状況
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○歳入決算額は、投資的経費の縮小等による国庫支出金及び県債の減少などにより、１２年度をピークに減少。
○平成⑰年度末に、行財政改革大綱を策定し、これまで一貫して累増し続けてきた県債残高を大綱期間末

（22年度）までに減少に転じさせることを最優先課題として県債発行額を抑制。

歳入決算額の推移及び21年度予算額
（普通会計ベース）

6,308
6,723 6,881

7,328

8,182 8,312 8,503 8,585 8,490

9,215 9,213 9,301 9,288
8,901

8,290
7,896 7,867 7,900

7,667 7,616 7,442

6 000

8,000

10,000

億円

７

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

その他歳入 952 1,049 1,119 1,233 1,517 1,520 1,502 1,528 1,564 1,496 1,420 1,332 1,566 1,460 1,273 1,299 1,510 1,717 1,380 1,319 1,518

国庫支出金 1,294 1,359 1,339 1,580 1,945 1,845 1,736 1,676 1,677 1,833 1,858 1,848 1,790 1,582 1,510 1,271 1,145 927 813 938 824

地方交付税 1,410 1,511 1,532 1,621 1,546 1,544 1,682 1,786 1,747 1,884 2,218 2,392 2,254 2,156 2,070 1,929 1,915 1,817 1,660 1,609 1,671

県債 530 519 437 557 973 1,188 1,333 1,282 1,147 1,537 1,377 1,215 1,225 1,594 1,339 1,223 1,067 1,036 1,024 1,112 1,191

県税 2,122 2,285 2,454 2,337 2,201 2,215 2,250 2,313 2,355 2,465 2,340 2,514 2,453 2,109 2,098 2,174 2,230 2,403 2,790 2,638 2,238

歳入総額 6,308 6,723 6,881 7,328 8,182 8,312 8,503 8,585 8,490 9,215 9,213 9,301 9,288 8,901 8,290 7,896 7,867 7,900 7,667 7,616 7,442

0

2,000

4,000

6,000



税収の決算額の推移及21年度予算額

○決算ベースでの県税収入は、⑯年度から、４年連続で増加してきたが、⑳年度は税制改正（所得税からの税源
移譲）の影響が平年化されたことにより増収した個人県民税を除き、各税目で減少し総額で減となった。

○法人事業税は原材料高や円高に加え、世界的な金融危機による景気悪化の影響を受け企業業績が急速に落
ち込んだことにより大幅に減少。

○⑳年度決算における徴収率は、⑲年度を１．６ポイント上回った（⑳９８．５←⑲９６．９）。

（普通会計ベース）

2,122
2,285

2,454
2,337

2,201 2,215 2,250 2,313 2,355
2,465

2,340
2,514 2,453

2,109 2,098 2,174 2,230
2,403

2,790
2,638

2,238

2,000

2,500

3,000
億円

８

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

その他の諸税 514 539 574 581 565 647 672 681 644 584 541 530 503 473 456 460 460 453 441 399 364

自動車税 251 268 282 297 309 322 334 347 357 363 364 366 369 367 362 355 365 360 360 356 347

地方消費税 0 0 0 0 0 0 0 0 115 431 397 411 386 358 376 416 394 407 410 386 392

法人事業税 776 763 841 731 607 548 582 671 611 554 502 496 511 405 435 461 520 644 705 619 344

法人県民税 149 134 130 118 104 101 110 126 120 113 102 103 107 90 95 100 107 123 134 119 84

利子割県民税 99 228 228 163 180 224 149 89 75 51 55 243 217 67 42 47 26 20 26 26 24

個人県民税 333 353 399 447 436 373 403 399 433 369 379 365 360 349 332 335 358 396 714 733 683

合計 2,122 2,285 2,454 2,337 2,201 2,215 2,250 2,313 2,355 2,465 2,340 2,514 2,453 2,109 2,098 2,174 2,230 2,403 2,790 2,638 2,238

0

500

1,000

1,500



歳出決算額の推移及21年度予算額

○景気対策として、過去数次にわたる積極的な財政出動（公共事業における有効需要創出）を実施。
○平成１２年度から投資規模を抑制。
○行財政改革による職員定数の削減により人件費を抑制。
○平成２１年度は、県として初めてとなる職員給与の臨時的給与抑制を実施。

（普通会計ベース）

6,220
6,635 6,796

7,237

8,045 8,180 8,350 8,397 8,353

8,974 8,963 8,976 8,949
8,667

8,113
7,746 7,728 7,771 7,546 7,488 7,442

6 000

7,000

8,000

9,000

10,000億円

９

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

人件費 2,019 2,140 2,202 2,273 2,282 2,331 2,389 2,436 2,504 2,500 2,496 2,525 2,531 2,520 2,489 2,408 2,417 2,442 2,455 2,428 2,325

扶助費 136 143 156 165 136 141 145 148 156 164 167 169 176 171 94 92 90 80 77 81 132

公債費 402 413 432 440 772 735 490 545 578 584 652 739 787 865 957 1,000 1,058 1,181 1,278 1,320 1,351

投資的経費 2,255 2,334 2,200 2,717 3,309 3,270 3,585 3,508 3,340 3,713 3,643 3,395 3,150 2,953 2,453 2,124 1,880 1,707 1,478 1,327 1,346

その他 1,408 1,605 1,806 1,642 1,546 1,703 1,741 1,760 1,775 2,013 2,005 2,148 2,305 2,158 2,120 2,122 2,283 2,361 2,258 2,332 2,288

歳出総額 6,220 6,635 6,796 7,237 8,045 8,180 8,350 8,397 8,353 8,974 8,963 8,976 8,949 8,667 8,113 7,746 7,728 7,771 7,546 7,488 7,442

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000



実質収支の推移

○本県は、これまで赤字決算は一度もなく、実質収支は黒字で推移。

（普通会計ベース）

66
64

56

51

46 47 46

70

63

67

50

60

70

80

6 000

7,000

8,000

9,000

10,000

億円

１０

※ 実質収支は、形式収支（歳入総額－歳出総額）から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた額

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

歳入 6,308 6,723 6,881 7,328 8,182 8,312 8,503 8,585 8,490 9,215 9,213 9,301 9,288 8,901 8,290 7,897 7,867 7,900 7,667 7616

歳出 6,220 6,635 6,796 7,237 8,045 8,180 8,350 8,397 8,353 8,974 8,963 8,976 8,949 8,667 8,113 7,746 7,728 7,771 7,546 7488

実質収支 66 64 56 51 46 47 42 38 26 46 37 35 26 34 39 42 42 70 63 67

42

38

26

37
35

26

34

39
42 42

0

10

20

30

40

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000



137,669

159,434

133,891

160,000

180,000

県債の状況

○政府資金が減少、銀行等縁故資金が増加傾向にある中、資金調達手段を多様化
・ 「全国型市場公募債」を発行→⑯・⑰１００億円、⑱３００億円、⑲２００億円、⑳２００億円

H21年度 １００億円（平成２１年１０月発行）

○平成⑰年度末に、行財政改革大綱を策定し、これまで一貫して累増し続けてきた県債残高を大綱期間末
（22年度）までに減少に転じさせることを最優先課題として県債発行額を抑制している。

資金別県債発行実績 県債残高の推移

百万円

県債残高、県債発行額ともにＮＴＴ債を除く

13,974
13 946

13,961

1,537
1,451

1,60016,000

億円

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

NTT債 0 0 2,519 14,360 99 0 0 0 0 0

その他(国貸付等) 2,610 1,162 720 434 28 121 27 710 4,921 4949

共済等 3,621 2,784 0 2,156 3,430 3,364 1,813 0 0 0

銀行等 44,348 34,066 42,775 66,396 68,133 71,717 62,627 68,002 70,261 67403

市場公募(ミニ公募) 0 0 0 2,000 8,090 19,000 19,000 30,000 18,240 33,000

公営企業金融公庫 5,256 1,012 1,672 5,107 4,024 0 0 0 3 2

政府資金 81,834 82,465 74,809 68,981 50,087 28,124 23,230 4,850 8,938 5,881

137,669 121,489 122,495 159,434 133,891 122,326 106,697 103,562 102,363 111,235

121,489
122,495

133,891

122,326

106,697 103,562
102,363

111,235

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

１１

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

臨時財政対策債分 0 0 0 0 0 0 0 89 324 786 1,091 1,347 1,576 1,757 1,952

県債残高 5,077 6,148 7,141 7,979 9,217 10,225 10,990 11,596 12,220 12,390 12,556 12,540 12,398 12,189 12,009

県債発行額 1,188 1,333 1,282 1,147 1,537 1,377 1,215 1,200 1,451 1,338 1,223 1,067 1,036 1,024 1,112

5,077

7,141

9,217

10,990

12,544

13,647
13,946

1,188

1,333

1,147

1,200

1,036

1,024

1,112

0

200

400

600

800
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1,200

1,400

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000



公債費の状況（決算額及び21年度予算額）
○ 県債（借金）残高が高水準となっていることから、毎年度の公債費が増加。
○ 近年、公共投資の縮減などによる県債発行の抑制に努めたことなどにより、公債費は平成２１年度をピークに

減少に転じる見通し。

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

1,000

1,200

1,400

1,600
％

億円

１２

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

公債費 391 401 422 429 761 719 476 531 560 571 623 701 756 851 954 1,117 1,102 1,159 1,273 1,319 1,344

公債費割合 6.3 6.0 6.3 6.0 9.6 8.9 5.8 6.4 6.7 6.2 6.8 7.6 8.2 9.6 11.4 13.8 14.0 14.9 16.6 17.2 17.7

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0

200

400

600

800



基金の状況

○積立基金は、平成４年度末をピークとして、１１年度までは毎年度２００～３００億円を取り崩し、
大幅に減少。平成１２年度以降は、財源対策として活用せず温存してきたが、平成１９年度から
取り崩しを再開。

○平成２１年度において、財源不足に対応するため、財源対策基金を全額取り崩す予定。

2,000

2,500

億円

１３

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

その他基金 117 127 139 147 173 186 191 199 199 203 226 244 295 287 273 257 254 259 286 293 283

財源対策基金 1,134 1,538 1,993 2,149 1,918 1,708 1,514 1,316 1,016 744 640 672 700 712 772 773 754 747 488 225 0

0

500

1,000

1,500



健全化判断比率

指標名 対象範囲 岐阜県 全国平均
財政健全化法

早期健全化基準 財政再生基準

１．実質赤字比率 一般会計等
－

－ ３．５７以上 ５以上
－

２．連結実質赤字比率
一般会計等
公営企業会計

－
－ ８．７５以上 １５以上

－

実質公債費比率
一般会計等

１６．１％
＜全国３６位＞

上 上

※１

※２

※３

※４

○景気対策として、県債を財源に過去数次にわたる積極的な財政出動を実施してきた結果、公債費負担が
多額になったことがこれらの比率を押し上げた要因。

３．実質公債費比率
般会計等

公営企業会計
１２．８％ ２５以上 ３５以上

１７．６％
＜全国４３位＞

４．将来負担比率

一般会計等
公営企業会計
一部事務組合
地方公社
第三セクター

２４７．２％
＜全国２９位＞

２１９．３％ ４００以上
２４９．８％
＜全国２９位＞

５．資金不足比率 公営企業会計
－

２０以上
－

※1 一般会計等には、本県では１０特別会計（公債管理特別会計、乗用自動車管理特別会計、用度事業特別会計、災害救助基金特別会計、母子寡
婦福祉資金貸付特別会計、農業改良資金貸付特別会計、林業改善資金貸付特別会計、中小企業振興資金貸付特別会計、県営住宅特別会計、徳
山ダム上流域公有地化特別会計）が含まれる。

※2 上段は平成19年度。下段は平成20年度。

※3 本県欄の「－」は黒字であることを示す。

※4 H21.10.2総務省発表数値（加重平均）
１４



経常収支比率

◇県財政の余裕度を示すもので低いほど健全
◇公債費、社会保障関係経費などの義務的経費の
増等により、近年急速に上昇

財政力指数

95.0

100.0

◇県財政の体力を示す指標で高いほど強く、本県
は全国平均を若干上回る

0.500

0.600

１５

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

岐阜県 75.7 74.8 74.7 79.4 80.0 75.8 75.1 78.2 83.2 81.8 86.1 88.6 91.9 98.4 99.1

全国平均 87.4 88.1 86.7 91.7 94.2 91.7 89.3 90.5 93.5 90.8 92.5 92.6 93.8 94.7

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

岐阜県 0.551 0.543 0.526 0.520 0.520 0.497 0.457 0.429 0.431 0.432 0.434 0.444 0.477 0.513 0.546

全国平均 0.494 0.486 0.479 0.481 0.483 0.461 0.429 0.405 0.406 0.408 0.411 0.428 0.447 0.497

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400



債務負担行為の状況

区 分 債務負担行為限度額
平成２１年度以降の
支出予定額

地方三公社に係るもの ８９，７９７ ０

道路公社 ５，５１８ ０

債務保証又は損失補償に係るもの

（単位：百万円）

１６

土地開発公社 ６６，２０５ ０

住宅供給公社 １８，０７４ ０

地方三公社以外の法人に係るもの ６７，８０６ ０

その他 ４４２ ０

計 １５８，０４５ ０

※ 平成２０年度普通会計決算ベース



公営企業会計決算

水道事業会計 工業用水道事業会計 病院事業会計

２０年度 １９年度 ２０年度 １９年度 ２０年度 １９年度

収益的収支（損益勘定）

単位：百万円

［水道事業会計］
○可茂地区（美濃加茂市、可児市等）、東濃地区（多治見市、中津川市等）に水道用水を供給

［工業用水道事業会計］
○可茂地区（美濃加茂市周辺企業）に工業用水を供給

［病院事業会計］
○岐阜県総合医療センター、多治見病院、下呂温泉病院の３病院を経営
※資本的収支の不足額は、いずれも損益勘定留保資金などで補てん

１７

収入 ５，７８７ ５，７０３ ７０ ６９ ３１，８８６ ３０，７０１

支出 ４，３８７ ４，４６６ ５６ ５８ ３４，６０５ ３２，８８９

収支差引 １，４００ １，２３２ １４ １１ ▲２，７１９ ▲２，１８８

資本的収支 （資本勘定）

収入 ４１４ ５９９ ０ ０ ４，３４２ ３，５４９

うち企業債 １１６ ２２４ ０ ０ ３，４５３ ２，２５６

支出 ４，９８９ ３，２５１ ３９ ３８ ７，５９２ ４，９６７

うち企業債償還金 １，９７９ ５２７ ３４ ３３ ４，０５２ ３，６６４

収支差引 ▲４，５７５ ▲２，６５２ ▲３９ ▲３８ ▲３，２５０ ▲１，４１８

内部留保資金 ７，１００ ８，６５４ ７５ ６７ ２４，１６３ ２６，２８７



企業会計的手法による分析（１）

資産 １９年度末 １８年度末 増減 負債 １９年度末 １８年度末 増減

有形固定資産 ２１，９０１ ２２，４１２ ▲ ５１１ 県債 １３，９８９ １４，０４５ ▲ ５６

退職手当引当金等 ３，２１２ ３，２０８ ４

その他 ０ ０ ０

負債合計 １７ ２０１ １７ ２５３ ▲ ５２

「後世へ引き継ぐ県の社会資本」

◆本県の財務状況は、資産が負債を上回り債務超過とはなっていない
◆資金化できない社会資本等の有形固定資産を除くと、資産は２，７３８億円①負債１兆７，２０１億円②との差額１兆４，４６４
億円は、既存の社会資本に対して、将来必要となる財政負担 → 県民１人当たり ６９０千円

バランスシート

（単位：億円）

１８

負債合計 １７，２０１ １７，２５３ ▲ ５２

投資等 １，９４１ １，９３６ ５ 正味財産 １９年度末 １８年度末 増減

国庫支出金 ６，８５２ ７，０９９ ▲ ２４７

市町村等支出金 ８４６ ６７９ １６７

流動資産 ７９７ ７６０ ３７

一般財源等 ▲ ２６０ ７６ ▲ ３３７

正味資産合計 ７，４３８ ７，８５４ ▲ ４１７

資産合計 ２４，６３９ ２５、１０８ ▲ ４６９ 負債・正味資産
合計

２４，６３９ ２５，１０８ ▲ ４６９

「債務返済の財源」・・・①
19年度 ２，７３８

「後世の負担となる県の債務」・・・②

「国等による施設整備支援」と「これまでの一般財源の累計」

計数については、原則として表示単位未満を切捨て処理しているので、
合計額が一致していない場合があります。



平成１９年度

（単位：億円）

総費用

A
総収益

B
行政コスト

A－B①
税等負担

②

議会費 １２ ０ １２

総務費 ４０９ ６６ ３４３

民生費 ７５４ ６７ ６８７

衛生費 １５３ ３７ １１６

◆単年度ベースでの収支（②－①）は△９３４億円で、１８年度（△５６７億円）と比べて、赤字幅が拡大
◆恒常的な赤字は健全な財政運営ではなく、長期的な均衡の確保を念頭に、経年的な変化を評価監視

企業会計的手法による分析（２）
行政コスト計算書

労働費 １３ ２ １１

農林水産業費 ５４２ １５９ ３８４

商工費 １７６ ６ １７１

土木費 １，５７７ ９８ １，４７９

警察費 ４４５ ４０ ４０５

教育費 １，９６３ ４２９ １，５３４

災害復旧費 ４３ ２７ １６

その他 ３９０ ３６ ３５４

合 計 ６，４７８ ９６７ ５，５１１ ４，５７８

１９
計数については、原則として表示単位未満を切捨て処理しているので、
合計額が一致していない場合があります。



財政健全化に向けた
取組み

２０



・S57を基礎とする職員定数５％、263人削減（～２年度）
経費削減：約17億円（人件費14.6億円、その他2.5億円）

１．第１次行財政改革（昭和60～平成２年度）

これまでの行財政改革の取組み①

・事務事業の総点検（６～７年度）
すべての事務事業をゼロベースから点検し、597人分の事務事業を削減し、新規重点事業に

再配置 経費削減：約50億円（人件費40.1億円、その他9.7億円）

２．第２次行財政改革（平成４～７年度）

・本庁組織・機構の再編整備（11年４月）
・地域振興局構想の推進（現地機関の再編成）（12年４月）
4 826件の事務事業の見直し 約217億円の削減（９ 11年度）

３．第３次行財政改革（平成８～12年度）

２１

・4,826件の事務事業の見直し、約217億円の削減（９～11年度）
・建設事業のコスト縮減、公共事業の再評価、中間機構等の統廃合等

・12～16年度で知事一般事務部局定数を250人削減
（市町村合併等に対応した見直しを含めると341人削減：～平成17年度）
・情報システムの戦略的アウトソーシングの推進（13～19年度）
・事務事業の見直しにより、約447億円の削減（12～16年度）

４．第４次行財政改革（平成12～17年度）

・外郭団体の見直し など
総点検結果における「外郭団体の見直しの基本方針」に基づき、団体の廃止

（▲３団体）、県関与の縮減（県からの補助金・委託料▲39億円）、県派遣職員の削減
（▲99人）等の見直しを行った。

５．政策総点検（平成16～17年度）



◇財政改革の最優先課題 『公債費の縮小』に向けた県債残高減への転換
・県債発行額の抑制

＊平成１９年度以降４年間の平均で、平成１８年度の５％程度抑制

◇行財政改革の具体的取組み
・財政改革、事務事業の再編整理、総定員の純減、外郭団体等のあり方の見直し

○当初予算が７年連続でマイナス

主な取組み

これまでの行財政改革の取組み②

６．岐阜県行財政改革大綱の策定（平成18年３月）

○当初予算が７年連続でマイナス
▲1,136億円（▲13.0％）【（H13当初予算）8,762億円 → （H20当初予算）7,626億円】

○県債発行の抑制
▲169億円（▲15.1％）【（H13当初予算）1,116億円 → （H20当初予算）947億円】

○投資的経費（公共投資）の減少額
▲1,439億円（▲50.5％）【（H13当初予算）2,850億円 → （H20当初予算）1,411億円】

※道路予算：平成10年度のピークに比べ現在では１／３に。
【（H10最終予算）1,496億円 → （H20当初予算）488億円】

○職員の削減数（知事の事務部局等）
▲630人（▲11.8％）【（H13.4.1)5,322人 → （H20.4.1）4,692人】

○外郭団体数（25％以上出資・出えんの団体）
▲８団体（▲18.2％）【（H13.4.1）44団体 → （H20.4.1）36団体】

２２



◇あらゆる角度から現在の財政構造を見直し、平成25年度当初予算では構造的な財源不足の解消を目指す

○財源不足額の試算
今後、毎年５００億円を大幅に上回る財源不足が見込まれる
平成21年度当初予算において実施する財源対策の効果、あるいは現時点において想定できる今後
の歳出・歳入両面での財源対策を加味してもなお、平成２２年度以降において３００億円を超える
財源不足額が残る

◆緊急財政再建期間（平成21年度～平成24年度）

（単位：億円）

21年度 22年度 23年度 24年度 4カ年合計

岐阜県行財政改革指針（平成岐阜県行財政改革指針（平成2121年年33月月3131日策定）日策定）

今後の行財政改革の取組み①

※「財源不足額」欄は、長期構想で示した「中期的な財政試算」による数値
※「財源対策額」欄の「歳出」、「歳入」は、予算額ではなく、現時点で見込みうる各々の財源対策額
※「対策が必要となる財源不足額」欄は、更なる財源対策が必要となる財源不足額
※平成21年度の臨時的歳出対策には、臨時的給与抑制を含む（平成22年度以降については含めていない）

財 源 不 足 額 570 580 550 570 2,270

財
源
対
策
額

歳 出 284 220 210 240 954

構造的歳出対策 128 160 190 200 678

臨時的歳出対策 156 60 20 40 276

歳 入 286 10 10 10 316

対 策 総 額 570 230 220 250 1,270

対策が必要となる財源不足額 0 350 330 320 1,000

２３



◇財源不足解消に向けた具体的な取組み

【行政改革の取組み】
（１） 抜本的な事務事業の見直し
・事業実施に必要な人件費も含めた総事業費（トータルコスト）の視点から棚卸しを行い、抜本的に見直し

（２） 組織の見直し・定員の削減
・人口同規模県（政令指定都市が所在する府県を除く）で最少の職員数を目指し、総定員を平成20年4月
1日を基準に平成24年4月1日までに2 400人削減 など

◇行財政改革推進本部の設置（本部長：知事 平成２１年４月７日設置）

・平成２２年度以降の財源不足額の解消に向けて、具体的な対策を検討。
・７つの分科会（外郭団体、公の施設、組織、情報システム、事業の見直し、予算編成等、歳入確保）
で議論。

・上記の分科会にて作成した分科会案を県民、県議会、市町村、職員組合等各関係者へ説明し、議論を
行い、１１月中にアクションプラン（案）を取りまとめ、２２年度当初予算編成に反映。

今後の行財政改革の取組み②

1日を基準に平成24年4月1日までに2,400人削減 など
（３） 外郭団体の抜本的見直し
（４） 公の施設等の抜本的見直し
・ 施設の譲渡、休廃止等の検討 など

（５） 新時代を担う職員の育成
（６） 公金意識の徹底

【財政改革の取組み】
（１） 一般行政経費の削減
・全ての事務事業について、人件費を含めたトータルコストの視点で見直し、一般行政経費を大幅に削減
・県単独補助金の徹底した見直し など

（２） 投資的事業の抑制
（３） 総人件費の抑制
（４） 公債費負担の平準化及び県債発行の抑制
（５） 自主財源の確保
（６） 積立基金等の活用 ２４



◇将来への過度の負担を回避するために、財政規模に応じた適正な公債費水準のもと、持続可能な財政運営を行う

○今後の公債費負担の推移

◆緊急財政再建期間後（平成25年度～平成30年度）

1,200

1,300

1,400

億円 公債費推計 県債発行額（モデル） 県債発行額(H18～19実績 H20～21見込み）

一般財源全体に占める公債費の全国平均を本県にあてはめて求めた公債費水準（１，１００億円程度）
を維持する一つのモデルケース

公債費の推移（モデルケース）

今後の行財政改革の取組み③

※県債発行額（モデル）は、国の政策など特別な事情により発行する県債（臨時財政対策債）の急増分など特殊要因を除いて試算
※県債発行額の実績見込とモデルの差は、主に平成18年度及び平成19年度においては災害分と通常債の補正分、平成20年度においては災害分、
減収補てん債及び臨時財政対策債地方再生対策費分、平成21年度においては臨時財政対策債の急増分である

※公債費推計に用いた県債発行額は、平成18年度・平成19年度は決算、平成20年度は3月補正見込みベース、平成21年度は臨時財政対策債の急
増分を除いた当初予算ベース
※平成29年度以降、あらかじめ可能な範囲で将来の公債費を前倒して積立てることにより、１，１００億円程度で公債費を推移させることが可能となる
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２５



県債残高の推移（モデルケース）

２６



希望と誇りの持てる
岐阜県づくり

２７



岐阜県長期構想のあらまし

◇ 「岐阜県長期構想」とは

平成17年度に「政策総点検」として、県民のみなさまの意見を踏まえてその時点での全ての政策を検討し、
発展・継続・縮小・廃止・民間移管などの方向付けを実施しました。
その上で、県が直面する課題を長期的視点から検討し、県として取り組むべき政策をまとめたものです。

○策定年度 ： 平成２０年度
○実施期間 ： 平成２１年度から平成３０年度まで

岐阜県長期構想 ①

岐阜県の目指すべき「５つの将来像」

２８

◇ 誰もが生き生きと活躍できる岐阜県

・ 障がいのある人たちに対する支援体制整備（介護、医療）
・ 災害、火災、犯罪への対応

◇ 安心して暮らせる岐阜県

◇ 人・モノが活発に交流する岐阜県
・ 中部圏の真ん中という地の利、豊富な地域資源を生かした産業の活性化、企業集積

・ 誰もが望む生き方をし、社会で活躍できる地域づくり

◇ 清流と自然を守る岐阜県
・ 豊かな自然環境を守ると同時に、地球全体の環境を守るため、県民一丸となった取組促進

◇ つながり、支え合う岐阜県
・ よりよい社会づくりへの意欲を持ち、多様な人とつながり、社会のために行動できる人づくり



長期構想に掲げる「政策の方向性」

◇ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

◇ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

・ 高齢者の介護、見守り体制の整備
・ 地域医療の体制、医師・看護職員の確保
・ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域づくり
・ 犯罪や暴力、事故のない地域づくり
・ 安心して購買、消費のできる地域づくり
・ 安全性が高く、災害への備えが整った地域づくり

岐阜県長期構想 ②

◇ 美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

・ 森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然の保持
・ 循環型社会づくり、地球温暖化の防止
・ 自然資源等を活用した新たなエネルギーの創出
及び活用

◇ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

２９

◇ 誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

・ モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域づくり
・ 儲かる農・林・畜産業の実現
・ 地域の魅力を高め、観光交流を拡大
・ 人が集まり、経済が循環する拠点制の髙い地域づくり
・ 人・モノの交流拡大につながる基盤整備

・ 若者が力を発揮できる地域づくり
・ 女性が働きやすく、活躍できる地域づくり
・ 高齢者が生涯現役で活躍できる地域づくり
・ 障がいのある人が働き、活躍できる地域づくり
・ 外国籍県民にとっても暮らしやすい地域づくり

・ 子どもを生み育てやすい地域づくり
・ 多様なつながりを持ち、地域を支える人材育成
・ 将来の夢や目標の持てる子どもの育成
・ 生涯を通じての健康づくりへの取り組み
・ ふるさとへの誇りと愛情を育てる地域づくり



平成21年度の重点施策のポイント（１）

○ 介護人材・サービスの確保に着手

○ 地域医療体制の確保を充実

・ 岐阜県福祉人材総合対策センターの設置（1億45百万円）
・ 介護福祉士等養成施設修学資金貸付の実施（4億54百万円）
・ 地域における福祉の支え合い活動団体設立・拠点づくりへ
の支援（32百万円）

岐阜県長期構想 ③

○ 大規模な防災啓発を開始
・ 伊勢湾台風５０年事業の開催（6百万円）
・ 大規模な防災啓発キャンペーンの展開(6百万円)
・ 孤立集落における実地調査（2百万円）
・ 活断層詳細位置図作成に向けた調査（50万円）

○ 暮らしの安全・安心対策を実施

・ 侵入犯罪対策等への警察力の重点投入（8百万円）

安全・安心

３０

○ 障がいのある子どもたちの教育と就労支援を
強化

・ 医師不足が深刻な病院に対する医師派遣（19百万円）
・ 産科医療機関が不足している地域への助成（15百万円）
・ ドクタープール制度の創設（－）
・ ドクターヘリ（救急医療用ヘリ）の導入準備（15百万円）

・ 障がい者就労等拠点施設「清流園」の整備（2億57百万円）
・ 特別支援学校の整備拡大（17億91百万円）
・ 就学前から高校卒業後までの特別支援教育体制の構築
（20百万円）
・ 「障害者就業・生活支援センター」の全圏域での設置
（25百万円）

・ 侵入犯罪対策等への警察力の重点投入（8百万円）
・ 消費者トラブルの未然防止・発見の強化（77百万円）
・ 民間シェルターの設置によるDV被害者の支援強化
（1百万円）
・ 豪雪地における冬期集住の推進（1百万円）
・ 社会基盤メンテナンスサポーターの養成（2百万円）



平成21年度の重点施策のポイント（２）

○ 県産材需要拡大を推進

岐阜県長期構想 ④

・ 大型合板工場整備への補助と原木供給体制の強化
（38億95百万円）
・ 住宅内装材や構造材に県産材を使用した施主への
助成（42百万円）
・ ぎふ証明材性能表示基準等の整備（2百万円）

活 力

○ アジアに向けた農産物・県産品の市場拡大
と観光誘客の強化

・ アジア市場開拓のための基金設置（67百万円）
・ 日中韓観光大臣会合の開催（18百万円）
・ 県産農産物の輸出拡大（5百万円）
・ 飛騨牛輸出に向けた食肉処理施設整備支援（5千万円）

３１

○ 飛騨・美濃じまん運動をさらに再開 ○ リニア中央新幹線・東海環状自動車道西回りの
整備促進と地域づくり・ 飛騨・美濃じまん観光キャンペーンの強化（1億42百万円）

・ 袋掛け富有柿「果宝柿」、栗の新品種「ぽろたん」、高品質
豚肉などじまん農産物の強化（4百万円）
・ 地域資源発掘活用にむけた基金の創設（70百万円）
・ 飛騨・美濃じまん推進大会の開催（3百万円）

・ リニア中央新幹線沿線地域づくりの推進（3百万円）
・ 東海環状自動車道西回り区間及びアクセス道路の整備
推進（110億63百万円）



平成21年度の重点施策のポイント（３）

岐阜県長期構想 ⑤

人づくり・ふるさとづくり

○ 働く女性の子育て支援を強化

・ 子育てサークル活動等を支援する基金創設（1億円）
・ 父親の育児・家事参加を促進する講座開催（3百万円）
・ 妊婦健診に対する公費負担の拡充（6億8百万円）

○ 多様な人とつながる力の育成を促進

・ ふるさと大好き体験プログラムの実施（3百万円）

環境・自然

○ 第３０回全国豊かな海づくり大会の開催準備

・ １年前プレイベントの開催（9百万円）
・ 森・川・海の連携事業の展開(4百万円)
・ 「ぎふの清流を守り育む県民運動」の展開（1百万円）
・ 清流・環境教育の実施(8百万円)

○ 自然エネルギーの導入と地球温暖化対策

３２

○ ぎふ清流国体・ぎふ清流大会に向けた気運の
盛り上げを推進

・ 大会開催決定記念イベントの開催（5百万円）
・ ぎふ清流国体に向けた飛騨美濃じまんブランド農産物の
安定供給体制の整備（27百万円）

・ ぎふ清流国体ソングのダンスリーダー・健康体操リーダー
の養成（6百万円）

・ 県民運動推進大会の開催（2百万円）
・ ぎふ清流地区対抗駅伝競走大会の開催（3百万円）

体験 ラ 実施（ 百 ）
・ 専門高校生が地域活動を実践する「飛び出せスーパー
専門高校生事業」の実施（5百万円）
・ 幼稚園・保育所への幼児教育チーム派遣（6億8百万円）

○ 自然 ネ ギ 導入 地球温暖化対策
を促進

・ グリーンビジネスの創出（1億3千万円）
・ 新エネ・省エネライフを普及するグリーン活動の促進
（50百万円）
・ 林地残材等の木質バイオマスを活用したビジネスモ
デルの構築（5百万円）
・ 太陽光・小水力発電に取り組む市町村等への専門家
派遣（1百万円）



行財政改革の実施期間中における県の事業

行財政改革の期間中であっても、県民の生命や安全安心、岐阜県の未来づくりにつ
ながる事業には、重点的に予算、人などの行政資源を投入。

未来を担う人材育成。
・少人数学級･少人数指導の実施 ・連携型中高一貫教育校の拡大
・特別支援学校の充実

県民生活の安全・安心の確保のために、介護サービス、医療や障がい児（者）支援を推進。
・介護・福祉人材の確保・育成
・地域医療の体制と医師など医療従事者の確保

生活

教育

３３

地域資源を活かした地域活性化
・飛騨美濃じまん運動の推進 ・海外誘客の促進
・農商工連携ファンドを活用した県産品の販路拡大

○東海環状自動車道西回りルートの早期整備を推進し、企業が進出しやすい環境の整備を推進。

活性化

美しい緑や自然を守るとともに、次世代エネルギーの導入による地球温暖化を防止。
・第30回全国豊かな海づくり大会 ・太陽光発電･小水力発電の導入支援
・木質バイオマスエネルギーの実用化 ・制度融資による中小企業の省エネルギー設備導入支援

環境

国体 ぎふ清流国体・ぎふ清流大会
・簡素であっても質の高い国体、選手と県民の皆さんが主役となる国体、県民総参加による豊かな地域づく

りにつながる国体を目指す。
・若い選手に夢と希望を与える国体を目指す。



地方三公社の
経営状況

３４



地方三公社の経営状況

経営改善のための主な取組み

○事務局等の統合（３公社）
・行財政改革の一環として、H10
年度から、土地開発公社と住
宅供給公社間で常勤役員、事
務局の一部を統合（人件費の
削減、事務機器共有等による
経費節減など）
・H16年度からは、道路公社との
間でも常勤役員や事務局の

公 社 名
岐阜県

土地開発公社
岐阜県
道路公社

岐阜県
住宅供給公社

出
資
状
況

出資団体数 1 1 4

出
資
金
額

総額 5 2,817 11

当該団体 5 2,817 10

その他団体 1

貸
借
対
照
表

資
産

流動資産 21,571 708 1,328

固定資産 7,375 13,617 17,026

繰延資産

資産合計 28,946 14,325 18,354

負
債

流動負債 4,349 79 4,555

固定負債 16,928 2,855 13,614

特別法上の引当金等 8,574

負債合計 21,277 11,508 18,169

資
本

資本金 5 2,817 11

剰余金 174

法定準備金 7 664

３５

一部統合を実施。

○自己資金の活用（土地）
・金利低減のため、公社保有現
金預金を事業資金に活用。再
取得する際、県にもメリット。

○実施事業の見直し（住宅）
・新規分譲から撤退、保有宅地
等の早期処分を推進

○アウトソーシング化による管
理業務の経費節減（道路）

本 法定準備金 7,664

資本合計 7,669 2,817 185

負債・資本合計 28,946 14,325 18,354

損
益
計
算
書

経
常
損
益

営業収益 (a) 7,471 648 1,758

営業費用 (b) 7,531 161 1,759

一般管理費 (c) 82 181 25

営業利益 (d=a-b-ｃ) ▲ 142 306 ▲ 26

営業外収益 (e) 52 11 4

営業外費用 (f) 41 23 59

経常利益 (g=d+e-f) ▲ 131 294 ▲ 81

特
別
損
失

特別利益 (h) 5 1

特別損失 (i) 1 21

特定準備金計上前利益 (j=g+h-i） ▲ 127 294 ▲ 101

特定準備金取崩 (k)

特定準備金繰入 (l) 294

法人税等 (m)

当期利益 (n=g+h-i-m) ▲ 127 294 ▲ 101

住宅供給公社については
(n=j+k-l-m)

▲ 127 ▲ 101



第三セクターの経営状況

＜主な出資法人の決算状況＞

○行財政改革の一環として、出資法人の組織や事務事業の見直しを実施
実績 ：外郭団体のあり方の見直しにより、団体の廃止及び統合を実施

（平成9年度末：53団体 → 平成20年度：36団体）

（単位：千円）

出資金額 損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表

総 額 経常収益 経常費用 当期損益 資産合計 負債合計 純資産合計
うち県

出資比率

（財）岐阜県研究開発財団 12,500 10,000 80.0% 1,340,533 17,830 19,120 446,510 351,390 95,120

（財）岐阜県国際交流センター 5,000 5,000 100.0% 85,897 9,343 9,157 2,957,389 16,048 2,941,341

阜 教育

３６

（財）岐阜県教育文化財団 5,000 5,000 100.0% 1,327,418 ▲ 1,476 ▲ 1,476 60,246 38,203 22,043

（財）岐阜県健康長寿財団 87,500 50,000 57.1% 110,115 ▲ 1,937 ▲ 1,937 265,935 39,537 226,398

（財）岐阜県産業経済振興センター 8,000 8,000 100.0% 2,721,231 573,828 ▲ 304,881 16,027,452 12,679,037 3,348,415

（財）ソフトピアジャパン 5,000 5,000 100.0% 423,599 16,035 9,301 248,885 189,814 59,071

（社）岐阜県農畜産公社 280,000 235,000 83.9% 1,149,784 ▲ 12,584 ▲ 12,782 1,738,863 933,937 804,926

（財）岐阜県建設研究センター 8,000 8,000 100.0% 1,072,141 74,603 70,881 1,440,606 562,970 877,636

（財）花の都ぎふ花と緑の推進センター 8,000 8,000 100.0% 761,951 22,173 ▲ 739 2,616,942 142,355 2,474,587

（財）岐阜県イベント・スポーツ振興事業団 1,380,700 1,380,200 99.9% 763,992 6,292 6,203 1,594,393 164,176 1,430,217

（財）岐阜県美術振興会 591,200 590,400 99.9% 9,024 ▲ 40,571 ▲ 50,665 847,559 0 847,559

（財）岐阜県体育協会 1,091,032 950,750 87.1% 386,544 7,463 7,463 1,194,016 46,909 1,147,107

（財）岐阜県暴力追放推進センター 913,000 783,000 85.8% 48,663 4,453 4,429 982,049 5,981 976,068



岐阜県債（市場公募債）
の状況
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岐阜県債(市場公募債）の状況

発行額の推移
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３８

平成21年度発行計画 (実績含む）

ミニ公募 20 100 100 100 0 0 0 0

共同債 0 0 0 0 0 0 100 200

10年債 0 0 0 0 300 200 200 100

5年債 0 0 100 100 0 0 0 0

億円

個別債(10年) 10月 100

共同債 ５月 30 ７月 30 ９月 40 11月 30 １月 30 ３月 40



お問い合わせ先

岐阜県総務部財政課

ＴＥＬ ０５８－２７２－１１３０
Ａ ０ ８ ２ ８ ２ ３１

３９

ＦＡＸ ０５８－２７８－２５３１
Ｅ－ｍａｉｌ c11105@pref.gifu.lg.jp

岐阜県ホームページアドレス
http://www.pref.gifu.lg.jp/


